
確
定
賦
課
で
段
階
が�

変
わ
っ
た
場
合
、調
整
し
て�

納
め
る
額
を
決
定
し
ま
す�

　
介
護
保
険
料
の
納
め

方
に
は
、
自
分
で
直
接
納

め
る「
普
通
徴
収
」と
年
金

か
ら
天
引
き
す
る「
特
別

徴
収
」が
あ
り
ま
す
。
確

定
賦
課
に
よ
っ
て
保
険
料

の
段
階
が
変
わ
っ
た
場
合

は
、
普
通
徴
収
な
ら
七
月

分
、
特
別
徴
収
な
ら
十
月
に
受
け
取
る
年
金
か
ら
天
引

き
さ
れ
る
分
以
降
で
調
整
し
ま
す
。�

　
例
え
ば
、
普
通
徴
収
の
人
で
保
険
料
の
段
階
が
下
が

る
と
、
四
月
か
ら
六
月
ま
で
多
め
に
納
め
て
い
た
だ
い

て
い
ま
す
の
で
、
七
月
か
ら
の
保
険
料
額
が
少
な
く
な

り
ま
す
。�

《表①》平成12年度～平成14年度までの�
　　　 第一号被保険者の介護保険料月額（1カ月平均）�
�

区　　分� 月額保険料�
（平成13年10月以降）�

生活保護家庭の人�
市民税非課税世帯で�
老齢福祉年金を受けている人�

市民税非課税世帯の人　�

市民税課税で�
年間所得250万円未満の人�

市民税課税で�
年間所得250万円以上の人�

基準額�
×0.50�
�

基準額�
×1.25�
�

基準額�
×1.50

円�

円�

円�

円�

円�

円�

円�

円�

円�

円�

本人が市民税非課税の人�
�

基準額�

基準額�
×0.75�
�

特別対策による�
月額保険料�

（平成12年10月～13年9月）�
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確
定
し
た
保
険
料
の�

納
入
通
知
書
を�

お
送
り
し
ま
す�

確
定
し
た
保
険
料
の�

納
入
通
知
書
を�

お
送
り
し
ま
す�

平成13年度の保険料が確定②�

65歳以上の人の�

介護保険料�介護保険料�介護保険料�介護保険料�

特  集�

　
六
十
五
歳
以
上
の
人〈
第
一
号
被
保
険
者
〉の
本
年
度
の
介
護
保
険
料
が
確
定
し
ま
し
た
。
七
月
以

降
は
そ
の
額
で
保
険
料
を
納
め
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
七
月
中
旬
に
納
入
通
知
書
を
お
送

り
し
ま
す
。
ま
た
、
制
度
導
入
当
初
の
特
別
対
策
が
九
月
で
終
わ
り
、
十
月
か
ら
全
額
徴
収
が
始
ま

り
ま
す
。
介
護
保
険
料
の
確
定
の
し
く
み
と
保
険
料
の
納
め
方
に
つ
い
て
ご
案
内
し
ま
す
。
�

介
護
保
険
料
は�

５
段
階
に
分
か
れ
て
い
ま
す�

　
六
十
五
歳
以
上
の
人（
第
一
号
被
保
険
者
）の
介
護
保

険
料
は
、
市
が
定
め
る
基
準
額
を
基
に
、
市
民
税
の
課

税
状
況
な
ど
に
応
じ
て
五
段
階
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

市
民
税
が
課
税
さ

れ
て
い
る
人
は
、

基
準
額
を
上
回
る

保
険
料
に
な
り
ま

す
。
各
段
階
の
保

険
料
の
月
額
は《
表

①
》
の
と
お
り
で

す
。
な
お
、
介
護

保
険
料
の
基
準
額

は
三
年
ご
と
に
見

直
さ
れ
ま
す
。�

前
年
の
所
得
を
基
に
７
月
に�

平
成
１３
年
度
の
保
険
料
の�

段
階
を
決
定
し
ま
す�

確

定の
仕組

み

22　
介
護
保
険
料
は
、
前
年
の
所
得

が
確
定
す
る
ま
で
の
間（
四
月
か

ら
六
月
）、
前
々
年
の
所
得
状
況

で
仮
計
算
を
行
い
ま
す
。
こ
れ
を

「
暫
定
賦
課
」と
い
い
ま
す
。
そ
の

後
、
六
月
に
市
民
税
の
課
税
非
課

税
の
別
や
合
計
所
得
の
金
額
が
確

定
し
ま
す
の
で
、
七
月
か
ら
は
前

年
の
所
得
を
基
に
正
規
の
保
険
料
を
計
算
し
ま
す
。

こ
れ
を「
確
定
賦
課
」と
い
い
ま
す
。�

確

定の
仕組

み

11

ざ
ん
て
い�



　
保
険
料
を
滞
納
す
る
と
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て

い
る
人
の
場
合
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
を
い
っ
た
ん

全
額
支
払
う
こ
と
に
な
っ
た
り
、
保
険
給
付
の
全
部
ま
た

は
一
部
が
一
時
的
に
差
し
止
め
ら
れ
た
り
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
そ
れ
で
も
滞
納
が
続
く
場
合
は
、
差
し
止
め
た

保
険
給
付
を
滞
納
分
に
充
て
ま
す
。
ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
し
て
い
な
い
人
の
場
合
は
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
と
き
の
自
己
負
担
率
が
一
割
か
ら
三
割
に
引
き
上
げ

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。�

33納
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●この特集のお問い合わせは、介護・高齢福祉課（　  54－8190）へ�

保
険
料
の
滞
納
が
あ
る
と�

介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
時
の�

負
担
額
が
増
え
る
こ
と
も
あ
り
ま
す�

１０
月
か
ら
国
の
特
別
対
策
が�

な
く
な
り
、全
額
を
納
め
て�

い
た
だ
き
ま
す�

特
別
な
理
由
の
あ
る
人
は
�

保
険
料
の
減
額
や
免
除
を
�

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
�

　
次
の
よ
う
な
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
保
険
料
の

徴
収
猶
予
や
減
額
、
免
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

お
困
り
の
人
は
介
護
・
高
齢
福
祉
課
へ
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
�

1
世
帯
の
収
入
が
生
活
保
護
基
準
の
生
活
費（
世
帯
構

成
な
ど
に
よ
っ
て
算
出
し
ま
す
）を
下
回
る
と
き
�

2
災
害
や
火
事
な
ど
で
被
保
険
者
や
生
計
中
心
者（
主

と
し
て
世
帯
の
生
計
を
支
え
る
人
）が
大
き
な
損

害
を
受
け
た
と
き
�

3
生
計
中
心
者
が
死
亡
や
ケ
ガ
、
長
期
間
の
入
院
を

し
て
収
入
が
大
き
く
減
っ
た
と
き
�

4
生
計
中
心
者
が
事
業
の
休
廃
止
や
損
失
を
し
て
収

入
が
大
き
く
減
っ
た
と
き
�

5
干
ば
つ
や
冷
害
、
凍
霜
害
な
ど
の
影
響
に
よ
る
不

作
や
不
漁
の
た
め
、
生
計
中
心
者
の
収
入
が
大
き

く
減
っ
た
と
き
�

介護サービス�介護保険で�
利用できる�介護サービス�
　被保険者が介護を必要と認定されると、要介護度によっ
てさまざまな介護サービスを1割の負担で利用することが
できます。介護サービスには、在宅でのサービスと介護保
険施設へ入所するものがあります。�

●�
●�
●�
●�
●�

在宅サービス�

施設サービス�

◆自宅に訪問してもらうサービス�

●�
●�
●�
●�
●�

◆自宅から通うなどのサービス�

●�
●�

●�
●�
●�

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）�
介護老人保健施設（老人保健施設）�
介護療養型医療施設（療養型病床群など）�

◆福祉用具の利用など�

通所介護（デイサービス）�
通所リハビリテーション（デイケア）�
短期入所生活介護（ショートステイ）�
短期入所療養介護（ショートステイ）�
痴ほう対応型共同生活介護（痴ほう性老人向けグループホーム）�
�

福祉用具貸与　●福祉用具購入費の支給�
住宅改修費の支給�

平成12年4月～9月�

保険料免除�
平成12年10月～13年9月�

半額納付�

平成13年10月以降�

全額納付�

特別対策�特別対策�

　
介
護
保
険
制
度
導
入
当
初
の
国
に
よ
る
特
別
対
策
と

し
て
、
制
度
が
始
ま
っ
た
昨
年
四
月
か
ら
半
年
間
は
保

険
料
が
免
除
さ
れ
、
そ
の
後
一
年
間
は
半
額
に
軽
減
さ

れ
て
い
ま
し
た
。
特
別
対
策
は
今
年
の
九
月

で
終
わ
り
、
十
月
か
ら
は
全
額
納
入
し
て

い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。�

居宅介護支援　●訪問介護（ホームヘルプサービス）�
訪問入浴介護　●訪問看護�
訪問リハビリテーション�
特定施設入所者生活介護�
居宅療養管理指導�
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介護保険料�介護保険料�

介
護
保
険
の
財
源
に
つ
い
て�

介
護
保
険
の
財
源
に
つ
い
て�

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
と
き
に
、
か
か
っ
た

費
用
の
一
割
は
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
が
、
残
り
の

九
割（
給
付
費
）は
介
護
保
険
か
ら
支
払
わ
れ
て
い
ま
す
。�

　
介
護
保
険
全
体
の
十
七
％
は
六
十
五
歳
以
上
の
人

の
保
険
料
で
、
三
三
％
は
四
十
歳
以
上
六
十
五
歳
未

満
の
人（
第
二
号
被
保
険
者
）か
ら
の
保
険
料
で
賄
わ

れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
残
り
の
五
〇
％
は
公
費（
国
・

県
・
市
か
ら
の
負
担
金
）が
使
わ
れ
て
い
ま
す
。�

ご 相 談 く だ さ い �
【貸し付け制度】�
　住宅改修費や福祉用具の購入費は、いったん全額をお支払いい
ただいた後、9割相当額が給付されます。最初に全額負担するの
が困難な場合は、貸し付け制度もありますのでご相談ください。�
【その他の高齢者福祉サービス】�

介護保険で�
利用できる�

　介護保険以外の福祉サービスもいろいろあります。所得や
要介護度、家族状況により利用できないサービスもあります
ので、詳しくは介護・高齢福祉課かお近くの在宅介護支援セ
ンターに相談してください。�

市では、健康で自立した生活を支えるために「生活リハビリ
お達者教室」などの介護予防事業や生涯スポーツの振興、
市民大学熟年クラスの開設などの事業を行っています。�

★�

徘徊が心配な人に「徘徊高齢者家族支援サービス（検索システム）」�
在宅の要介護3以上で、いつもおむつが必要な人に「おむつ支給事業」�
一人暮らしで急変が心配な人に「緊急通報機能付き電話
の貸し出し」　など�

（例）●�
　　●�
　　●�

はいかい�

　
介
護
保
険
は
、
社
会
全
体
で
介
護
の
負
担
を
支

え
合
う
制
度
で
す
。
だ
れ
も
が
安
心
し
て
サ
ー
ビ

ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
保
険
料
の
納
付
に
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。�


